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１ 職員の任命及び職員数に関する状況 

 

令和６年度に新たに採用された消防職員及び退職者の状況は次のとおりです。 

（１）職員の任命の状況 

区 分 
採用者 

（令和６年４月１日） 

退職者 

（令和６年３月 31日） 

消防職 11人 ２人 

 

（２）消防職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日） 

区 分 職 務 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

１級 定型的な職務 40人 20.3％ 211,600円 329,700円 

２級 
消防士の職務（困難） 

副士長の職務 
18人 ９.1％ 232,600円 366,500円 

３級 
副士長の職務（困難） 

消防士長の職務 
50人 25.4％ 255,500円 386,100円 

４級 
消防士長の職務（困難） 

主任・主査（消防司令補） 
55人 27.8％ 290,400円 403,600円 

５級 
係長・参事補佐・課長補佐 

署警備課長・副署長 
23人 11.8％ 320,000円 421,300円 

６級 参事・課長・署長 ７人 3.6％ 342,400円 430,800円 

７級 課長・署長・次長 ３人 1.5％ 364,800円 446,600円 

８級 消防長 １人 0.5％ 393,500円 460,900円 

（注）1 粕屋南部消防組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   2 職務とは、それぞれの級に該当する職務です。 

 

（３）職員採用試験結果一覧（令和５年分） 

区 分 １次試験 ２次試験 ３次試験 

消防職 

申込者 受験者 合格者 合格者 合格者 

119人 93人 40人 24人 11人 

 



（４）職員数の推移                （各年４月１日現在） 

区 分 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

消防職 180人 179人 187人 191人 197人 

行政職 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 

合 計 180人 179人 187人 191人 197人 

前年比増減数 △１人 ８  人 ４  人 ６  人 

 

 

２ 職員の人事評価の状況 

区 分 勤務成績の評定概要 

消防職 

対象者：消防職 

評価者：直近の上司を（係長）１次評価者 

    その上司（管理職）を２次評価者とする。 

評価方法 

①能力評価:職員が発揮した能力、勤務態度等を客観的に評価 

②業務評価:職員の業務目標レベル、達成度に基づき評価 

 

評価期間： 令和６年４月 1日～令和７年３月 31日 

 

 

３ 職員の給与の状況 

（１）職員の初任給、平均年齢、平均給料月額及び給与月額 

区 分 初任給 
平均年齢 

（４月１日現在） 

平均給料月額 

（４月分） 

平均給与月額 

（４月分） 

消防職 

大学卒 251,800円 

38.7歳 312,183円 397,998円 短大卒 238,600円 

高校卒 221,200円 

※職員の給与とは、給料と諸手当の合計額です。 

※給料は、職務の種類と内容、職責に応じて条例で定められている給料表に基づく額が支給さ

れます。 

※平均給与額には、期末手当及び勤勉手当は含まれていません。 

 

 

 



（２）職員の手当の状況 

①期末手当・勤勉手当（令和６年度支給割合） 

区 分 ６月支給 12月支給 年間合計 

期末手当 1.225月分 1.275月分 2.5月分 

勤勉手当 1.025月分 1.075月分 2.1月分 

合 計 2.25月分 2.35月分 4.60月分 

※ 令和６年人事院勧告により民間の支給状況に見合うよう引上げ  

年間 4.50 月分→4.60 月分（＋0.10 月分） 

 

②退職手当 

 自己都合（月分） 勧奨・定年（月分） 

勤続 20年 19.6695 24.586875 

勤続 25年 28.0395 33.27075 

勤続 35年 39.7575 47.709 

最高限度額 47.709 47.709 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（２％～20％） 

 

 

③扶養手当 

支給実績（令和６年度決算） 31,949千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 266,492円 

※配偶者・扶養親族 6,500円、子 10,000 円（特定期間の子 16 歳～22 歳 5,000円加算） 

 

 

④住居手当 

支給実績（令和６年度決算） 15,444千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 297,000円 

※借家居住者には、28,000円を上限額として支給しています。 

 

 

⑤通勤手当 

支給実績（令和６年度決算） 9,476千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 54,149円 

※距離に応じて定める額を支給しています。（通勤距離が片道２ｋｍ以上の場合） 

 

 



⑥地域手当 

支給実績（令和６年度決算） 48,937千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 248,411円 

 

 

⑦時間外勤務手当 

支給実績（令和６年度決算） 49,611千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 313,994円 

※管理職職員は含まない。 

 

 

⑧休日勤務手当 

支給実績（令和６年度決算） 57,332千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 409,514円 

※管理職職員は含まない。 

 

 

⑨特殊勤務手当 

支給実績（令和６年度決算） 7,466千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 50,789円 

※著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務等に従事する職員に支

給される手当で、危険作業手当、救急出動手当、夜間特殊業務手当を支給しています。 

 

 

➉管理職手当 

支給実績（令和６年度決算） 12,249千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 583,286円 

※職責に応じて規則で定められている額に基づき支給されます。 

 

 

⑪管理職特別勤務手当 

支給実績（令和６年度決算） 326千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 15,524円 

※管理職が、災害時等の臨時又は緊急の必要により休日等に勤務した場合に支給されます。 

 

 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間の概要 

  ① １週間の勤務時間 38時間 45分（１日当たり７時間 45分） 

  ② 勤務時間の割振り 

勤務形態 勤務時間 週休日 

毎日勤務 午前８時 30 分から午後５時まで 土曜日及び日曜日 

交替制勤務 午前８時 30 分から翌日午前８時 30 分まで ４週間ごとの期間につき８日 

 

 

 

（２）休暇 

年次有給休暇 心身の疲労を回復しゆとりある生活を保障するために付与される休暇 

１年度につき 20日付与。 

翌年度に 20日を上限として繰越可能。 

令和６年度→平均取得日数 17.7 日 

病気休暇 職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことが

やむを得ないと認められる場合における休暇 

特別休暇 選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により

職員が勤務しないことが相当である場合として規則で定める場合におけ

る休暇 

介護休暇 職員が規則で定める者の負傷、疾病又は老齢により勤務しないことが相

当であると認められる場合における休暇 

 

 

 

（３）職員の育児休業の取得者数 

項 目 令和５年度 令和６年度 

育児休業取得者数 
男性職員 10人 13人 

女性職員 ０人 ０人 

育児部分休業取得者数 
男性職員 ０人 ０人 

女性職員 ０人 ０人 

 

 

 



５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 職員は身分を保証されていますが、一定の事由があれば、分限処分や懲戒処

分により職を失ったり、降任されたり、給料を減額されたりします。 

 

（１）分限処分の事由別件数（令和６度） 

 分限処分とは、公務の能率に維持することを目的として、心身の故障や、職に必要な適

格性を欠くなど一定の事由がある場合に職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたら

す処分です。  

                             単位：人 

区 分 降任 免職 休職 降給 

勤務実績が良くない場合     

心身の故障の場合     

職に必要な適格性を欠く場合     

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を 

生じた場合 
    

刑事事件に関し起訴された場合     

地方公務員法第55条の２に定める事由による場合 

（職員団体への専従休職） 
    

合 計 ０ ０ ０ ０ 

 

（２）懲戒処分の事由別件数（令和６年度） 

 懲戒処分とは、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に、道義的責任を問うこと

により、公務における規律と秩序を維持することを目的とする処分です。  

  単位：人 

区 分 戒告 減給 停職 免職 

法令に違反した場合     

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合     

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合   １  

合 計 ０ ０ １ ０ 

 

 



６ 職員の服務の状況 

 

服務に関する基本原則の概要 

区 分 概 要 

服務の根本基準 
職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の

遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。 

法令・職務命令遵守義務 
職員は、職務遂行にあたって法令や上司の職務命令に従わなけれ

ばならない。 

信用失墜行為の禁止 
職員は、職の信用を傷つけ、職の全体の不名誉となる行為をして

はならない。 

守秘義務 職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

職務専念義務 
職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のた

めに用い、なすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。 

政治的行為の制限 
職員は、政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政治的

行為をしてはならない。 

争議行為等の禁止 職員は、争議行為等をしてはならない。 

営利企業等の従事制限 
営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合には

許可を受けなければならない。 

 

 

７ 職員の退職管理の状況 

 管理職員であった者が再就職した状況は、次のとおりです。 

再就職先 町外郭団体 民間企業等 

再就職者数 ０人 ０人 

 

※令和５年度退職者のうち、令和６年に再就職した人数です。 

 

 

 

 



８ 職員の研修の状況（令和６年度） 

区 分 研修の名称 
修了人員

（人） 

消防大学校 第 88期救助科 1 

救急救命研修所 

第 66期救急救命士養成（東京） 1 

第 43期救急救命士養成（九州） 1 

第２期指導救命士研修 1 

福岡市消防学校 大規模災害対応実務研修 1 

福岡県消防学校 

第 140回初任教育 11 

消防操法指導員研修 3 

第 15回上級幹部科 1 

第 18回警防実務研修 2 

第 17回初級幹部科（A） 1 

第 16回はしご自動車等教育 2 

第 53回初級幹部科（B） 1 

第 18回危険物科 2 

第 41回救急科 6 

福岡県市町村職員研修所 

採用試験面接官の面接力アップ研修 1 

契約事務研修 1 

新任係長研修 2 

クレーム対応基礎研修 1 

法制執務基礎研修 1 

ハードクレーム対応研修 1 

情報公開・個人情報保護研修 2 

ハラスメント防止研修 1 

地方自治法研修 1 

管理者のためのメンタルヘルス研修 1 

政策形成研修 1 

ヒューマンエラー防止研修 1 

問題解決能力向上研修 1 

 合 計 49 

 

 



９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）福岡県市町村職員共済組合 

 福岡県市町村職員共済組合は、地方公務員の共済組合制度は、社会保険制度の一環とし

て、相互救済によって組合員及びその家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに

職務の能率的運営に資することを目的として設けられているものです。 

 組合員の掛金と事業主である各市町村の負担金により運営されています。 

 主な事業として下記の事業を行っております。 

 

・短期給付事業・・・組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は災害に対し

て、必要な給付を行う事業。 

・長期給付事業・・・被保険者（組合員）の老齢・退職・障害又は死亡に対して、年金又

は一時金の給付を行う（厚生年金、退職等年金給付）事業。 

・福 祉 事 業 ・・・組合員とその家族の健康教育、健康相談、健康診査などの健康の保

持増進事業、組合員に対する資金の貸付け、保健施設の運営などを行

う事業。 

 

（２）職員互助会 

職員の相互共済及び福利増進を目的として、各種事業を行っています。事業の運営は会 

員が納める会費と組合からの補助金等で賄われています。 

  決算額（令和６年度）                単位：円 

 会  費 補助金 その他の収入 

5,194,137 1,773,000 1,791,587 

 

 

（３）職員の健康管理 

 労働安全衛生法に基づき、職員の安全及び健康の確保並びに快適な職場環境を形成す 

るため、産業医及び安全衛生委員会を設置し、定期健康診断を実施しています。 

  健康診断受診者数（令和６年度） 

定期健康診断 

（労働安全衛生規則第 44条） 

特定業務従事者 

（労働安全衛生規則第 45条） 

197 人 148 人 

 

 



（４）公務災害補償 

公務遂行中の災害、または通勤による災害を受けた場合は、地方公務員災害補償基金か 

ら制度に基づく補償がなされます。 

  補償事案発生状況（令和６年度） 

 公務災害認定件数 通勤災害認定件数 

４件 ０ 件 

 

（５）公平委員会の業務の状況 

  ① 勤務条件に関する措置の要求の状況 

   職員は、給与等の勤務条件に関して公平委員会に当局が措置を講じるよう要求する 

ことができます。 

     新規及び継続中の事案はありません。 

   ② 不利益処分に関する不服申立ての状況 

   職員は、懲戒その他のその意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服申 

立てをすることができます。 

新規及び継続中の事案はありません。 


